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項 目 内 容

事業名称 第３回拡張事業（統合認可）

認可年月日 平成２５年４月

計画給水人口 ２４４,７３０人

計画最大給水量 １０９,１００㎥/日

釧路市の上水道事業は、大正13年7月17日に創
設認可を受理されたことに始まり、水道水は、
新釧路川を水源とし、凝集沈殿、砂ろ過（急速
ろ過方式）、塩素滅菌にて原水を処理し、各々
の区域に給水されています。

1. 釧路市上水道事業の概要

新釧路川

取水施設

愛国浄水場

配水池

各家庭

病院等

水 道 名

平成25年4月

244,730

109,100

表 流 水

急 速 濾 過

釧 路 市 上 水 道

最 近 認 可 年 月

計 画 給 水 人 口 （ 人 ）

計画給水量（m3/日）

原 水 の 種 別

浄 水 方 法 の 種 別

愛国浄水場



2. 釧路市の水道を取り巻く社会情勢
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水道事業は、利用者から頂く
水道料金で運営しています

2-1. 人口減少社会の到来

人口の減少は、料金収入
減少に直結する深刻な問題
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2-2. 水道施設の大更新期の到来

水道管路は市街地の拡張や人口の増加などに伴い集中的に整備された。
（２０１２年度末 総延長 約９２０㎞）

従来の更新ペースでは更新時期を迎える老朽管路が急増していく。

長期的な視野に立った計画的な取組みが必要
5

市民生活 経済 産業活動

今後、膨大な量の水道管路が一斉に更新時期を迎える。

将来世代にしっかりと
引き継いでいくため



3. 水道の重要性
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大規模災害・漏水による事故

断水

飲料水の

確保が困難

トイレが

使えない

洗濯が

できない

入浴が

できない

調理が

できない

3-1. 水道の大切さ
・大規模災害時の想定被害

7

『水道』の事故や災害は未然に防ぐことが重要

生活に大きな影響 通常の生活が困難になる



・東日本大震災後の市民アンケート（厚生労働省HP）
質問：自宅で最も不自由を感じたことはなんですか？

回答 ：No.1 トイレ、風呂などの生活用水の確保
No.2 ガスの供給停止により風呂が使用できない
No.3 食料・飲料水の確保

8

なくなったら最も困るライフラインは水道である！



3-2. 実際に起こった事例:東日本大震災時の大規模断水

9

釧路市が仙台市で被災地支援を行った時の応急給水の様子

給水車には長蛇の列が出来ており、被災者の皆さんが

生活に欠かすことの出来ない水の確保に大変苦労されて

いる様子が伝わってきます。



4. 釧路市上水道事業の現状
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・釧路市上水道給水フロー

11

新釧路川河口から上流
約10㎞で取水

釧路市の水道施設は新釧路川から各家庭まで水道管路で結ばれている。

導水管により愛国浄水場
に運ばれる

送水管により配水池に
貯められる

配水管により各家庭や
事業所に供給
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1970年代以降に整備された膨大な量の管路が一斉に更新時期を迎える

更新時期を過ぎた管 更新時期を迎える管

・釧路市上水道事業の水道管路

釧路市上水道事業の水道管路
は約920㎞

法定耐用年数（40年）を超え
ている管路は約190㎞
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法定耐用年数（40年）到達管路延長

布設後40年以上管路 布設後40年未満管路

【２０１２年】

L＝約187.4㎞

（20.4％）

※ 平成23年度末（2011年度末）現存している全管路（総延長約919.5㎞）の布設後経過年数が、法定耐用

年数（40年）に達する総延長の推移を表すグラフ。（管路更新を行わない場合）

【２０２２年】

L＝約432.2㎞

（47.0％）

【２０３２年】

L＝約646.0㎞

（70.3％）

【２０４２年】

L＝約833.4㎞

（90.6％）

【２０５１年】

L＝約919.5㎞

（100％）

・法定耐用年数到達管路延長

管路更新を行わな
い場合、2051年度
には全ての管路が
法定耐用年数を越
えてしまう。
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平成8年度から国庫補助制度を活用しながら水道管路の更新を進めてきた。

現時点で100年先を

見通して試算

5. 水道管路更新事業について

従来の更新ペースでは、全ての管路更新に非常に長い期間を要する。

長期的な視野に立った更新事業の実施が必要である。

上水道、簡易水道を合わせて
膨大な更新費用が必要

長期的な水道管路更新のための基本方針を定めます。
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大量の管路が一斉に老朽化 大量の管路更新

未来を支え続ける安全で安定した信頼される水道

・漏水・濁水事故の増加
・断水等による市民への影響
・有収率の低下
・維持管理費の増加

・更新事業費の増加
・財源の確保

・水道管路更新事業の必要性

（釧路市水道事業の基本理念）



6. 釧路市水道管路更新基本方針
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1. 将来世代との負担の公平化

2. 事業費の平準化

3. 管種毎の更新基準の設定

4. ダウンサイジングの推進

5. 耐震化の推進

6. 耐用年数・耐震性に優れた管種の選定

7. 基幹管路の優先的整備

8. 重要施設に接続する配水支管の優先的整備

9. 財源の確保

10. 水道ビジョンに沿った事業の推進（平成33年度まで）

・ 釧路市水道管路更新基本方針
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将来にわたって持続可能な水道事業の確立に資するため、釧路市は以下の
基本方針に基づき、水道管路（老朽管路）の更新を進めていきます。



基本方針１. 将来世代との負担の公平化

18

水道施設の整備

借入金（企業債）

国庫補助金

水道料金収入

将来世代との負担の公平化



基本方針２. 事業費の平準化

19

財政負担を短期間に
集中させないため

事業費の平準化

更新管路が多い年度の管路

更新管路が少ない年度に振り分け

年度ごとの事業費が
同程度となるよう、

計画的に更新事業を実施



・事業費の平準化を実施した場合の老朽率の推移

2111年度には、

老朽管路がなくなる
安定した水道水の供給が行える

20

基本方針を基に

平準化を実施
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基本方針３. 管種毎の更新基準の設定

厚生労働省・
水道技術研究センター等の

報告書に基づく

法定耐用年数（40年）に
とらわれない

釧路市の管路状況を踏まえる

管種毎の更新基準を設定

実使用年数を更新基準とするこ
とで、事業費の低減と平準化



管種 法定耐用年数 実使用年数

鋳鉄管 40 年 79.1 ㎞

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（ﾎﾟﾘｽﾘｰﾌﾞ未装着） 60 年 105.9 ㎞

ﾀﾞｸﾀｲﾙ鋳鉄管（ﾎﾟﾘｽﾘｰﾌﾞ装着） 80 年 445.7 ㎞

鋼管 50 年 22.9 ㎞

ステンレス管 50 年 0.5 ㎞

ポリエチレン管 対象外　(注1) 265.4 ㎞ 265.4 ㎞

654.1 ㎞

延長

管種毎の更新基準（実使用年数）

(注1) ポリエチレン管（φ50㎜）は口径が小さく、漏水等による市民生活への影響は限定的であるので、
　　　 個別対応を基本として更新対象から除外する。

40 年

・管種毎の更新基準

22

更新対象延長



人口密度が低い
地域

基本方針４. ダウンサイジングの推進
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使用水量が
少ない地域

その地区の水使用特性に応じた
見直しにより管路の統廃合や

口径の縮小

ダウンサイジングの推進

コストを削減し、効率的な水道水の供給



・ダウンサイジングのイメージ

24

・今後、高度経済成長期に布設された多量の管路の更新時期を迎える。
・土地利用の変化、節水機器の普及等により口径が現状に適さない管路が
ある。

・管路の縮小化（口径の縮小）
・管路の統廃合（延長の縮小）
・設備の縮小化（仕切弁、空気弁など付属設備の縮小）

ダウンサイジング

現状

推進



基本方針５．耐震化の推進

25

釧路市は地震多発地域

耐震化の推進は重要な課題

水道管路更新の際に
耐震性にすぐれた水道管（耐震管）を選定

災害に強い信頼性のあるライフラインを確立

施 設 名

導 水 管 13.6 ㎞ 5.5 ㎞ 40.4%

送 水 管 9.9 ㎞ 2.5 ㎞ 25.3%

配 水 本 管 71.0 ㎞ 22.3 ㎞ 31.4%

559.6 ㎞ 108.9 ㎞ 19.5% 4.1%

48.1 ㎞ 18.1% 2.9%

計 187.3 ㎞ 20.4%

※平成２３年度末（２０１２年度末）実績　「水道統計」資料より　　　　　 

※配水支管上段は基本方針による更新対象管路、下段はﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ管

919.5 ㎞

3.7%

耐 震 化 率

72.7%

64.3%

24.8%

7.0%

４０年経過管

配 水 支 管

延 長

654.1 ㎞

265.4 ㎞

更新対象延長



基本方針６．耐用年数・耐震性に優れた管種の選定

26

水道管の法定耐用年数は40年、
しかし近年では技術の進歩により
実使用年数の長い管種の採用が

可能な状況となっている

レベル２地震動（想定される地震動の
うち、最大規模の強さを有すもの）に
対して、『生ずる損傷が軽微であって
当該施設の機能に重大な影響を及ぼさ

ない』耐震管が多数存在

耐用年数・耐震性に優れた管種の選定

・次世代の更新時期を遅らせる
・最大規模の地震発生時でも水道被害が発生する確率が少なくなる
・コスト削減、水道事業経営の余裕につながる

信頼できる安心安全なライフラインの構築



基本方針７．基幹管路の優先的整備
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導水管 新釧路川で取水された原水を愛国浄水場まで送る管路

送水管 愛国浄水場で作られた水道水を配水池に送水する管路

配水本管
愛国浄水場で作られた水道水を各給水区域まで配水す
る管路

配水支管
配水本管で各給水区域に配水された水道水を各家庭ま
で届ける管路

管路の種類
基幹管路

損傷すると大きな範囲に影響を与える基幹管路を優先的に整備



・釧路市上水道事業の水源から蛇口まで

くく

屈斜路湖

新釧路川

配水池

導水管 送水管 配水本管

取水

釧路湿原

取水施設
愛国浄水場

配水支管

新釧路川で取水された原水を
愛国浄水場まで送る管

配水本管で各給水区域に配水
された水道水を各家庭まで届

ける管路

愛国浄水場で作られた水道水
を配水池に送水する管路

愛国浄水場で作られた水道水を
各給水区域まで配水する管路

病院

重要な配水支管

28



基本方針８．重要施設に接続する配水支管の優先的整備

29

医療機関等の重要施設
（大規模災害時にも機能を維
持しなければならない施設）
に接続している配水支管

重要な配水支管を
優先的整備

具体的には、別途作成する基本計画（全体計画）に位置づけする

重要な配水支管



④ 重要施設に接続する配水支管

・管路機能別の更新優先順位
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① 導水管

② 送水管

③ 配水本管

⑤ 耐震性の低い配水支管

優
先
順
位

基幹管路

重要な配水支管

損傷した場合に影響を及ぼす範囲が大きくなる施設より整備



基本方針９．財源の確保
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膨大な
事業費

水道事業経営の効率化

資産維持費導入の検討

国費の導入

有利な起債の積極的な活用

良
質
な
資
金
の
確
保

更新事業には膨大な事業費を要するため良質な資金の確保に努める必要がある



基本方針１０．水道ビジョンに沿った事業の推進
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（平成３３年度まで）

「釧路市水道ビジョン」に基づき各施策を推進
（平成２４年度～平成３３年度）

老朽管路の更新についても、最終年次である平成３３年度
までは、基本的にこの水道ビジョンに沿って事業を推進



７．おわりに
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釧路市の
水道事業

節水型社会の進展などに
より水需要が減少傾向 収益も減少傾向

老朽化した施設
が一斉に増加

施設の大規模更新に加え、災害に強い
ライフライン造りが強く求められている

釧路地区

阿寒地区

音別地区

全ての水道事業において
計画的な更新が不可欠

この基本方針を土台とし、基本計画、実施計画を策定し
長期的な水道管路更新事業を実施することで
釧路市の水道事業を維持していきます。

現有する水道資産を
次世代に継承するため



・ 釧路市水道管路更新基本方針の全体像

安定的な給水の確保のため長期的な管路更新事業

法定耐用年数（40年）での全管種の更新は事業量が多大となる

耐震化の推進

基幹管路の優先的整備

財源の確保

耐用年数・耐震性に
優れた管種の選定

水道ビジョンに沿った事業の推進
（平成33年度まで）

将来世代との
負担の公平化

ダウンサイジングの推進

事業費の平準化

管種毎の更新基準の設定
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重要施設に接続する
配水支管の優先的整備
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基本計画（全体計画）

実施計画（10年程度の工事計画）

管路更新工事実施

長期的な管路更新事業

ＰＤＣＡサイクル

基本計画

実施計画
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